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研究成果の概要（和文）：洪水災害発生地域における地域協定の締結は少ない状況であった。しかし、「災害発
生時にそれぞれの専門分野を活かした活動をする必要がある」「災害発生時に実習施設のニーズに応じて支援を
する必要がある」という役割認識が高い教員はCOVID-19に関連した実践活動を行っていた。「近隣で災害が発生
した場合地域で活動する必要がある」という役割認識が高い教員は、ワクチン接種やホテルなどで活動してい
た。COVID-19の活動経験を契機に看護系大学教員の災害時における役割認識が高いことが明らかとなりこの機会
を好機と捉え、大洪水災害における地域連携実践モデルの構築に繋ぐことが重要である。

研究成果の概要（英文）：There were few conclusions of regional agreements in flood disaster areas. 
However, teachers who have a high awareness of their roles, such as ``it is necessary to make use of
 each specialized field in the event of a disaster,'' and ``it is necessary to provide support 
according to the needs of training facilities when a disaster occurs.'' had a practical activity. 
Teachers who had a high awareness of their role, ``If a disaster occurs in the neighborhood, it is 
necessary to act in the community,'' were active in vaccinations, hotels, etc. The experience of 
COVID-19 activities has made it clear that nursing university teachers have a high awareness of 
their role in disasters, and it is important to take this opportunity as an opportunity and connect 
it to the construction of a regional cooperation practice model in a large flood disaster.

研究分野：看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
毎年、日本の様々な地域で大洪水災害が発生しているが、看護系大学における備えや地域連携はまだまだ少ない
状況である。一方で、保健師・助産師・看護師免許を有する看護系大学教員は、災害時における役割認識が高い
ほど、COVID-19における実践活動に参加していることが明らかとなった。看護教員の専門分野を活かした活動や
地域連携の必要性といった認識が高い状態であることから、地域の保健師や医療機関および訪問看護に従事する
看護職と看護系大学教員との連携が可能であることが示唆された。今回の結果より、地域が孤立することが多い
大洪水災害時に看護職が連携できる可能性もみえ社会的意義が高いと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
洪水災害は、地球温暖化の影響で今までに経験したことの無い規模で発生し、今や非日常から
日常と言わざるを得ない程に多発している。大洪水発生は、気象情報および地域の洪水ハザード
マップより被害予測が可能であり、早期避難によりいのちを守ることが可能と言われている。 
しかし、現実には夜間の避難困難や垂直避難により家中での溺死・死亡が多発している。また、
発災地域においては、地域全体が崩壊し、医療機関も被災することにより発災直後の人的支援を
はじめすべての人的・物的資源が絶対的に不足する。さらに、洪水被害後は復旧・復興に多大な
時間を要し、長期的な支援が必要であるにもかかわらず、急性期を過ぎると外部からの医療チー
ム、災害支援ナース等の派遣も撤退し、復旧・復興期に再び人的不足が生じる。この問題に対し
て国はもとより、地域をあげて、減災、災害発生時の対応、二次災害予防、復旧・復興期の対応
に取り組む必要がある。これら過程において看護系大学も所在地域の一員として何を担うべき
かを考えなければならない。 
 九州北部豪雨災害では、災害支援ナース派遣の調整を判断するため看護協会が現地でニーズ
調査を実施し、その後派遣調整がされた 1)。発災翌日より市政保健師と県行政保健師が避難所巡
回、災害支援ナースが夜間対応となったが、看護協会災害支援ナース派遣は、発生から 10日後
であり夜間の活動が中心であった。保健師に未だ災害支援ナースの存在が認識されていなかっ
たため周知が必要との課題があった 2) 。 
 2018年の西日本豪雨災害時の災害支援ナースの派遣は、県内派遣（岡山県、広島県、愛媛県）、
近隣県派遣では、岡山県へは香川県、大阪府、兵庫県看護協会、広島県へは、福岡県、山口県、
徳島県看護協会で延べ 1,427人であった。派遣時期は、県内、近隣県共に発後の 5日後となって
いた 3) 。 
 災害時の被災地域および避難所における看護活動は、市町村保健師が重要な役割を担ってい
る。地域全体の情報収集が必要であるため、巡回業務が優先されており、看護師が避難所活動を
担うことが多い。また、洪水災害では特に早朝から復旧活動に従事し、夜間に避難所に帰ったお
りに怪我や体調不良に気づくことが多いため、夜間の避難所対応が必要であることは明らかで
ある。看護師派遣の報告からも発災直後の初動において、看護師の派遣は難しく、数日を経てか
らの調整となっている。また、洪水災害では、診療活動より避難所での生活支援や公衆衛生対策
が重要であることから、看護職のマンパワーがより必要であり、新たな看護職の継続的な人材確
保の体制を確立する必要がある。 
 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、洪水災害発生時において、看護系大学が所在する地域の行政および他機関と
の連携により、静穏期から災害発生時および復旧・復興期に至る看護活動実践モデルを構築する
ことである。 
 
 
 
 
３．研究の方法 
１）看護系大学の災害に対する地域連携の認識および備えの現状 
 災害に関する看護大学の社会的役割として、避難所として大学施設の利用・提供する、学生ボ
ランティア活動参加などが報告されている。また、単に大学の場所を提供するだけではなく、障
がい者に必要な医療用品や生活必需品のほか、人的資源、信頼関係の構築、医療関係者や福祉関
係団体との連携なども挙げられていた。学生ボランティア活動については、被災地内外の看護大
学間連携もみられた。各大学は活動資金確保や地域活動等を工夫して継続的な活動をしており、
大学の教職員役割としては、学生災害ボランティア活動をサポートし、活動費用の確保等の役割
もあると述べている。 
これらの実践より看護大学は、①看護の専門職として避難所等で活動支援ができること②大
学の建物・備品・専門分野の教員・学生を有することを最大限活かした超急性期～急性期間福祉
避難所としての開設が災害時に地域貢献が可能であることが示唆された。しかし、教職員の派遣、
福祉避難所として有事に問題なく稼働させるためには、自治体との協定や大学間連携、大学内で
の組織形成、マニュアル作成、活動に必要な物資の調整、資金の確保、平時の研修開催、法的整
備などの調整等が不可欠である。この局面の改善策として日本看護系大学協議会は、「防災マニ
ュアル指針 2017」において、「Ⅰ．平時の体制」と「Ⅱ．発災時の体制」に分け、それぞれの備
えについての考え方や具体的な視点をまとめており（日本看護系大学協議会，2021）、2021 年 4
月より災害時の教育継続支援に向けた情報共有と対応として、小ブロック（都道府県単位）制の
支援を考えるブロック会議に開催が始まっている。 



そこで、毎年日本のどこかの地域で発生する洪水災害の対応について看護系大学の地域にお
ける災害発生時の地域連携と備えに関する調査を実施することとした。 
２）災害発生時における看護教員の役割認識‐COVID-19 影響下における変化 
看護教員は、保健師・助産師・看護師の免許を有する臨床の専門家が教育を担っている。また、
実践科学である看護学の専門家として社会への責務を果たさなければならない。これまで、看護
教員は、看護系大学の臨地実習における看護学生の育成において、実習指導者と連携した取り組
みが報告されている 4)5)。災害看護においても、大学の設備を利用して福祉避難所解説の構想や
母子支援など地域住民への看護系大学に対する期待等の聞き取りを行って、地域との連携や地
域貢献を考えてきた 6)7)。 
毎年全国各地が洪水災害の危機に瀕しており、その特徴から発生後、道路陥没や土砂による崩
壊から復旧するまでの間は、地域の保健医療従事者で共助し対応しなければならない現状があ
る。このような惨状を目の当たりにしている多くの看護教員は、地域との連携をより一層強化す
る必要があると考えているではないかと推察した。また、ここ数年は、COVID-19 による感染予
防の観点から被災地域外からの人的支援が難しい現状がある。さらに、変異を繰り返している
COVID-19 の影響下により人々の生命、健康、生活、看護教育システムに大きな影響を与えてい
る今日では、災害発生時と同様に地域連携を図ることが必要不可欠となったといえる。さらに、
この機会を契機に看護教員も困窮する医療現場や地域において、実習病院や宿泊療養施設での
支援活動、ワクチン接種業務の従事などを経験し、地域貢献について考える機会がより一層強ま
ったのではないかと推察し、看護教員が災害発生時にどのような役割認識を持っているのか、ま
た、COVID-19 影響下においてその役割認識は変化したかについて調査することとした。 
 
 
 
 
４．研究成果 
１）看護系大学の災害に対する地域連携の認識および備えの現状 
 看護系大学 295 校中回答が得られたのは、63 校（回収率 21％）であった。災害時に自治体と
連携協定を締結している大学は、25校（39.7％）であった。看護系大学協議会が作成・公開して
いる「防災マニュアル指針 2017」を活用しているは、12 校（18.8％）、看護系大学協議会災害連
携による「ブロック会議」に参加ししているは、43 校（68.3％）であった。 洪水災害危険地域
に属している大学は、 
17 校（26.6％）であった。 
「洪水災害危険地域の有無」と「地域連携 
に対する取り組み計画の有無」、「備品の設備 
備蓄の有無」、 
「洪水災害時の活動マニュアルの有無」、 
「看護学科単独での連携の有無」、「災害発生 
時の地域連携に対する取り組み計画の有無」、 
「地域連携状況」に関係性があるか、フィッ 
シャーの正確確率検定を実施した結果、「洪 
水災害危険地域の有無」と「洪水災害時の活 
動マニュアルの有無」について有意差 
（p＜0.05）がみられた（表１）。 
 看護系大学の災害に対する地域連携および備えは、まだまだ低い状態であることが明らかと
なった。 
 ２）災害発生時における看護教員の役割認識‐COVID－19 影響下における変化 
 看護系大学 295 校教員 2950 名（1校 10 名）中回答が得られたのは、397 名（13.5％）であっ
た。看護教員経験年数平均 11.6 年、在職年数平均 6.7 年、臨床経験年数平均 11.6 年であった。
職位別では、教授・准教授数が全体の 46％、講師・助教・助手数は 54％であった。 
 災害時における看護教員の役割認識については、COVID-19 発生前の役割認識を教員経験年数
群別にマンホイットニーの U検定で群間比較した結果、教員経験年数群間に「看護教員の役割認
識」の差はみられなかった。 
しかし、COVID-19 影響下において教員経験年数群別に群間比較した結果、「災害発生時に看護
教員は、それぞれの専門領域を活かし、活動する必要がある」、「看護教員は、地域と平時から災
害時の対応について連携しておく必要がある」、「看護教員は、近隣で発生した災害の調査・研究
を推進する必要がある」において、教員経験年数が 10 年以下群と 10 年以上群間に差がみられ、
教員経験年数が 10 年以下群は 10年以上群よりもこの 3つの役割についてより認識していた（図
1～3）。看護基礎教育において災害看護を履修していることも要因ではないかといえる。 
 災害が発生した際の「看護教員の役割認識」を職位群別にクラスカルウォリス検定で群間比較
した結果、「看護教員は、災害発生地域看護系大学の教育支援をする必要がある」が、准教授と
教授間に役割認識の差がみられた。教授は准教授より、認識をしているといえる。 
また、「 看護教員は、災害看護学を総合科目として捉え、各々の専門分野が関わり教育する必要
がある」が准教授と教授、准教授と助手に役割認識の差がみられた。准教授は、教授や助手より

表１ 洪水災害危険地域の有無と備え
p値

地域連携に対する取組み計画の有無 1.000
備品の整備備蓄の有無 0.166
洪水災害時の活動マニュアルの有無 0.017 *
看護学科単独での連携の有無 1.000
災害発生時の地域連携に対する取組計画
の有無

1.000

地域連携計画状況 1.000
*：p<.05



も認識が低いといえる結果であった（図 4～5）。 
さらに、COVID-19 における実践活動について回答を行った教員 367 名のうち 284 名（77.4％）
が実践活動を行っていた。実践活動を行った教員は、災害時における看護教員の役割認識の項目
について活動前後で差は見られなかった。役割認識が高い教員が実践活動に参加していること
が示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1                     図 2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3                     図 4 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 
 
 COVID-19 実践活動を行った看護教員のなかで、活動内容数が多かった教員は、「災害発生時に
看護教員は、それぞれの専門領域を活かし、活動する必要がある」、「看護教員は、災害発生時に
実習施設のニーズに応じて支援をする必要がある」に正の弱い相関がみられた。役割認識が強い
ほど、活動内容数も多いと言える結果であった。また、活動場所の「ワクチン接種」「療養施設」
「調整担当・マネジメント」に相関がみられた。 
ワクチン接種を行った教員は、「看護教員は、近隣で災害時が発生した場合、地域で活動する
必要がある」、「看護教員は、災害発生地域看護系大学の教育支援をする必要がある」、「看護教員
は、中長期的な活動を継続する必要がある」、「看護教員は、近隣で発生した災害の調査・研究を
推進する必要がある」に正の弱い相関がみられた。ワクチン接種の活動期間数が長いほど、役割
認識が強い結果となった。ホテルなどの療養施設で活動した教員は、「看護教員は、近隣で災害
が発生した場合、地域で活動する必要がある」、に正の相関がみられた。療養施設での活動期間
が長いこの役割認識が強いと言える結果となった。調整担当やマネジメント活動を行った教員
は、「看護教員は、災害発生地域看護系大学の教育支援をする必要がある」、「看護教員は、地域
と平時から災害時の対応について連携しておく必要がある」に正の相関がみられた。調整担当・
マネジメントの活動期間が長いほど、役割認識が強い結果となった。 
 COVID-19 において実践活動を経験した教員は、より地域との連携を必要と感じ、災害発生時
に地域で活動を発災直後のみならず中長期的な支援が必要とする役割認識が高いことがわかり、
平時からの連携の必要性を認識していることが必要であると認識していた。 
 



 
３）看護実践地域連携モデルについて 
 今回の研究では、COVID-19 の影響により、看護実践地域連携モデルの構築までには至らなか
ったが、COVID-19 に対して看護教員が地域で実践経験を積んだこともあり、今後災害時の連携
に看護教員が活動できることが示唆できた。しかし、看護系大学の役割認識や備えの現状と教員
の役割認識との温度差が明確であることがわかり、まず看護教員が大学に働きかけ、地域で活動
できる仕組みを構築できるよう計画していく予定である。 
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